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報 道 発 表 資 料 
令 和 3年 6月 1 1日 
国 立 国 会 図 書 館 

 
 

新型コロナウイルス感染症に関する 
調査及び立法考査局の刊行物の御案内 

国立国会図書館ホームページから各刊行物を御覧いただけます 
 

 国立国会図書館調査及び立法考査局では、新型コロナウイルス感染症の発生以来、同感
染症をめぐる我が国の政策課題や諸外国の対応等について、調査研究の成果を数多く刊行
してまいりました。各刊行物の概要を刊行物リストにまとめていますので、ぜひ御活用く
ださい。 

 
『調査と情報―ISSUE BRIEF―』：時々の国政上の課題に関する簡潔な解説シリーズです 
『レファレンス』：国政の中長期的課題に関する本格的な論説を掲載した調査論文集です 
『外国の立法』：外国法令の翻訳紹介、制定経緯の解説、外国の立法情報を収録しています 

 
 

 
 
■入手方法 
新型コロナウイルス関連の刊行物の概要をまとめた刊行物リストを、国立国会図書館ホーム 
ページに掲載しています。リストから各刊行物の PDFファイルを御覧いただけます。 
URL: https://www.ndl.go.jp/jp/diet/ndl_diet_covid_19.pdf 
＊各刊行物の冊子版の入手を希望される報道関係者の方は、下記のお問合せ先まで御連絡くだ
さい。 

 
■お問合せ先 
国立国会図書館 総務部総務課広報係 電話：03-3506-5103（直通） 

 
 

 立法府のブレーン、議員のための情報センター－調査及び立法考査局 
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新型コロナウイルス感染症に関する刊行物の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （参考）調査及び立法考査局の「立法調査サービス」 
 国会議員からの依頼に基づき、政治、経済、社会、文化、科学技術等、広範な分野の国
政課題について、根拠となるデータの収集や事実関係の調査から、論点整理、分析・評価
まで、多岐にわたる調査を行います。また、現在・将来の国政課題に関する調査研究の成
果を報告書などにまとめ、国会議員に提供しているほか、国立国会図書館ホームページで
公開しています。 

 立法府のブレーン、議員のための情報センター－調査及び立法考査局 

 
 「内部留保とコロナ禍」『調査と情報―ISSUE BRIEF―』2021.3.29. 

 
 「コロナ禍における雇用対策の現状と課題」『調査と情報―ISSUE BRIEF―』

2021.2.2. 
 

 「諸外国における家計向け現金給付―コロナショックへの対応―」『調査と情報
―ISSUE BRIEF―』2020.10.29. 

 
 「新型コロナウイルス感染症と日本経済―家計及び企業部門への影響と政策対

応―」『レファレンス』2021.1. 
 
 「新型コロナウイルス感染症と医療提供体制」『レファレンス』2020.12. 
 
 「新型インフル特措法における休業要請等による財産権の制約と憲法との関

係」『レファレンス』2020.11. 
 

 「【EU】新型コロナウイルス復興基金設立規則の公布」『外国の立法』2021.4. 
 
 「【ドイツ】コロナパンデミック対策―病院未来法、連邦選挙法等改正、第 3次

住民保護法、農業市場法規第 3次改正法―」『外国の立法』2021.1. 
 
 「【イタリア】新型コロナウイルス接触確認アプリの導入とその評価」『外国の

立法』2021.1. 
 


